
 

 

 

選挙制度に関する提言 

 

選挙制度について、国は、次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．国政選挙に係る執行経費については、その事務の性質から地方自治体に負担が生

じることがないよう、また、適切な選挙執行がなされるよう、適正な基本額の設定

を行うとともに、所要額を適切に確保し措置すること。 

 

２．市区長選挙について、法に規定されたビラ（マニフェスト）の頒布枚数では不十

分であることから、枚数の上限を見直すこと。 

 

３．選挙期間中におけるウェブサイトやブログの更新及び電子メール等の配信を可能

とする等、選挙制度を見直すとともに、選挙経費の負担軽減を図ること。 

 

 

 

  




